
目的に応じた避難所における保健活動



医療･ケアの必要な人々の把握と対応
保健福祉的視点でのトリアージと関係機関との連携

避難者の保健福祉的視点でのﾄﾘｱｰｼﾞを行い、医療・ｹｱの必要な人々を把握し、緊急性や避難所での生活
が可能かを判断。関係機関や支援ﾁｰﾑ等と連携し、健康課題に対する対応策を検討・実施。

ｽﾃｰｼﾞ 分類 対象者 具体例

Ⅰ
避難所などでの集団生
活が困難で常時専門的
なケアが必要なレベル

医療機関への保護が必要 人工呼吸器装着、気管吸引などの医療行為が常時必要な者

福祉施設での介護が常時
必要

重度障害者、寝たきりで常時介護が必要な者

Ⅱ
他の被災者と区別して
専門的な対応をする必
要があるレベル

福祉的なニーズが高く、介
護援助などの継続が必要

一部介助や見守りが必要な要介護高齢者・視力障害者・聴
力障害者・身体障害者、精神障害・発達障害等個別対応が
必要な児・者

医療的ニーズが高く、医療
やケアが必要

医療的なｹｱ（在宅酸素､人工透析､ｲﾝｽﾘﾝ注射等）の継続が
必要な者、感染症のため隔離が必要な者、乳幼児･妊産婦等
感染症の防御が必要な者、親族の死やPTSD等で精神的に不
安定で個別支援が必要な者

Ⅲ

定期的な専門家の見守
りや支援があれば、避難
所や在宅生活が可能な
レベル

医療的なニーズ
慢性的な疾患があるが、内服の確保ができれば生活可能な者、
精神的不安定や不眠等があり見守りや傾聴等の精神的支援
が必要な者

福祉的なニーズ
見守り程度の介護が必要な者、在宅生活継続のために生活物
資の確保に支援が必要な高齢者世帯等

保健的なニーズ
生活不活発病予防のために椅子の配置や運動の促しなどの支
援が必要な者

Ⅳ 現状では生活は自立していて､避難所や在宅生活が可能なレベル

【保健福祉的な視点でのトリアージ】

＊参考資料１ P44の表9及び2 P84の表4より作成



【災害対策基本法施行令 第20条の6第5号】
主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）を
滞在させることが想定されるものにあつては、（中略）要配慮者の良好な生活環境の確保に資
する事項について内閣府令で定める基準に適合するものであること。
内閣府令で定める基準【災害対策基本法施行規則第１条の９】
・要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられている
・発災時に要配慮者が相談し、又は助言その他の支援を受けることができる体制が整備される
・発災時に要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保される

福祉避難所

【福祉避難所の利用の対象となる者】
身体等の状況が特別養護老人ホーム又は老人短期入所施設等へ入所するには至らない程度
の者、具体的には、高齢者、障害者の他、妊産婦、乳幼児、病弱者等避難所での生活に支
障をきたすため、避難所生活において何らかの特別な配慮を必要とする者、及びその家族まで
含めて差し支えない。なお、特別養護老人ホーム又は老人短期入所施設等の入所対象者はそ
れぞれ緊急入所等を含め、当該施設で適切に対応されるべきであるため、原則として福祉避難
所の対象者とはしていない。 （出典：災害救助法 運用と実務 第一法規 平成26年 304頁）

上記を原則としつつも、地域や被災者の被災状況に応じて、さらに避難生活中の状態等の変化
に留意し、必要に応じて適切に対処する必要がある。

＊参考資料6 P2-3より



災害時要配慮者

4

高齢者
妊産婦
乳幼児

慢性疾患のあ
る人（糖尿病、
心臓病など）

緊急に医療が
必要な人

持続的に内服などの
受療が必要な人

保護や配慮の
必要な人

・時間経過とともに保健活動による支援が必要となる対象は変化する

・要配慮者を特定し、避難所での生活や健康に関するニーズを把握し、継続的に支援する

日本語による迅速
な情報収集が困難
な人：外国人

介護や介助などの
手助けを必要とす
る人：視覚・聴
覚・心身の障害を

有する人

人工呼吸器などの
医療機器を日常的
に用いている人

情報

危険回
避行動 移動

行動

生活
行動 適応

構造
経済



避難行動要支援者とは

【災害対策基本法 第49条の10】 要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生する
おそれがある場合に自ら避難することが困難な者で、その円滑かつ迅速な避難の確保を図る
ため特に支援を要する者

【市町村の責務】
・避難行動要支援者に係る重要事項を市町村地域防災計画に定め、細目的な部分は、下
位計画を定めること
・避難行動要支援者名簿の作成を市町村に義務付けるとともに、その作成に際し必要な個
人情報を利用できる
・避難行動要支援者本人からの同意を得て、平常時から消防機関や民生委員等の避難支
援等関係者に情報提供する
・現に災害が発生、または発生のおそれが生じた場合には、本人の同意の有無に関わらず、名
簿情報を避難支援等関係者その他の者に提供できる
・名簿情報の提供を受けた者に守秘義務を課すとともに、市町村においては、名簿情報の漏
えいの防止のため必要な措置を講ずる



健康管理

•避難所内巡回や全数健康調査などを実施して、全避難者の健康状態を把握。

健康問題の早期発見及びﾍﾙｽﾆｰｽﾞの把握に努める。

•日頃の地域診断に基づく当該地域の健康課題を考慮して活動。

•安心して相談や診療が受けられるスペース・機会の確保。

•有症状者や感染症（疑い含む)罹患者が安心して療養できる部屋の確保。

必要時,隔離。

•食事制限やｱﾚﾙｷﾞｰのある者を把握し、必要な食事が届くよう調整する。

•感染症予防のために、啓発活動・健康教育の実施。

•避難所における生活や環境による健康ﾘｽｸを軽減するための保健活動の企画・実施。

ﾍﾙｽﾆｰｽﾞの

把握と対応

•避難者の中には自ら訴えず我慢する者等もいることを念頭に置き積極的に支援していく。

•当該地域の特徴や住民性等を考慮して活動する。

•ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰに配慮しつつ、家族や他の避難者からの情報も参考にして、アプローチしていく。

ヘルピングハンド

•医療を確保し（救護所、医療チーム、医療機関との連絡調整等）、医療が継続されるよう

にする。

•相談記録票の工夫、健康手帳やスマートフォン・アプリケーション等の活用により、避難者個々

の健康関連情報が経時的に記録され、支援者が代わっても継続して活用されるようにする。

•避難者にとって支援が負担と感じられる場合もあるため、把握したヘルスニーズや避難者の心

理も考慮して、必要な人、必要な時に支援が結びつくようにする。

必要な支援に

つなぐ

＊「避難所における迅速ｱｾｽﾒﾝﾄ」、「避難所における感染予防対策の基本」、「災害時の二次的健康被害の理解」参照

＊参考資料１～３



災害対策本部、避難所担当職員、施設管理者、避難所運営委員会、その他の避難者、支援者等と連携し、
協力を求めながら、避難者の生活の変化も踏まえて生活環境を整備し、衛生対策を維持向上させていく

生活環境上の健康リスクの軽減

生活
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整備最低ラインの目安 保健活動・保健指導

水

・最低必要量7.5～15Ｌ/日/人
（1人1日あたり､飲料･食べ物2.5～3､衛生上
の行動2～6､基本的調理3～6）

・水源と供給システムの維持

・給水車による水道水が毎日確保できる場合､ポリタンク等の水は毎
日入替えて使用。1日以上保管した水は飲料水以外で使用
・保管した水を数日間使わざるを得ない場合､遊離残留塩素濃度を
確認。塩素が検出されない時は､煮沸して飲用、困難時は別使用

食料
（栄養）

・2,100kcal/日/人・蛋白質､脂質の確保
・十分な栄養素（ﾋﾞﾀﾐﾝ､ﾐﾈﾗﾙ）の摂取
（特に､乳幼児､妊産婦､授乳中の女性）

・高齢者の食事形態や基礎疾患（高血

圧､糖尿病､ｱﾚrｷﾞｰ等）を有する者への対応

・冷蔵庫等による温度管理が困難な場合、提供された食品の速やか
な喫食を心掛け、残ったものは廃棄
・特に夏期は、リスクが高い高齢者、妊産婦、小児への生野菜や果
物の提供に注意
・避難所内の調理担当者の健康チェック
・正しい手洗い方法、正しい手指消毒方法の指導

トイレ

・発災当初は避難者約50人に1基
・避難が長期化する場合は約20人に1基
・女性用と男性用の割合は3対1
・子どもの排泄物（ｵﾑﾂ含)の衛生的な処理
・全ての水源を汚染しないよう排泄物格納

・衛生維持のため避難者やボランティア等による清掃・消毒が望ましい。
必要時、望ましい清掃・消毒方法の見本を示す
・午前、午後、夕方、各1回の清掃・消毒が実施できるようにする
・トイレの汚れが目立つ場合には、清掃・消毒回数を増やすことを検
討する

生活
スペース

・生活ｽﾍﾟｰｽ面積3.5m2(＊1畳1.62m2）

・プライバシーの確保（授乳や更衣等）

・必要時､要配慮者のためのｽﾍﾟｰｽや個室の確保（平時から検討）
・感染症予防のため、原則、生活スペースでの土足は禁止する
・犯罪を誘発・助長する環境はないか確認し(照明等)改善策提案

寝具
・1人あたり毛布1枚とベット
（簡易ﾍﾞｯﾄﾞ､段ﾎﾞｰﾙﾍﾞｯﾄﾞ､ﾏｯﾄﾚｽ等）

・衣服一式を最低2ｾｯﾄ/人

・ダニ､カビ等のアレルゲンを低減するために換気や室内清掃を促す
・避難者やボランティア等が協力し合って、最低、週に1回の布団干し
をすることを促す

その他

・個人衛生用品(口腔ｹｱ物品､生理用品等)

・保温や冷房等季節・気候に適した環境
・TV､ﾗｼﾞｵ等情報や娯楽を得られる媒体
・携帯電話等の電子機器を充電する電源

・ごみは分別収集にする。ごみ収集がない場合、密閉された倉庫内や
屋外軒下の容器内で適切に保管されているか確認する
・蚊、ハエ、ねずみ等の駆除の必要性及び対処方法を判断する
・蚊取り線香、スプレー式殺虫剤等の使用は化学物質過敏症患者
がいる可能性があるので十分配慮する

生活環境整備・衛生対策に関わる保健指導

＊参考資料１～3､7～8



避難所の空間配置図の例

＊参考資料10 P24より



避難所の空間配置におけるポイント

＊参考資料10 P25より



様々な人々と連携・協働するために求められること

チームワークと
チームを基盤に
した実践

コミュニ
ケーション

価値観/
倫理観

役割/
責任

・安全でﾀｲﾑﾘｰ､効率的・効果的で
公平な避難者への支援を計画・
実施・評価するために、
様々なチームが効果的
に役割を果たせるよう
関係構築の価値観
とチームダイナミクス
の原則を適用する

・避難者の健康を維持・向上するた
めのチームアプローチを推進するため

に、避難者や支援者・関係者
とコミュニケーションをとる

・情報の発信と共有
に努める

・互いを尊重し価値観を
共有する態度（感情、雰囲
気、状況）を維持する

・自分の役割に関す
る知識と多職種の知識

を用いて、対象のヘルス
ニーズを適切に評価して対処

するとともに、避難者の健康が
維持・向上するようにする

＊参考資料11及び12
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